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第４節　UCC第２編における契約の解釈
第１項　契約の解釈に関わる諸規定
（１）　契約の成立、契約の方式に関する諸規定との関係
　アメリカ契約法における契約解釈という作業には246）、一般的に、①当事
者らの合意を構成する言葉や行為の意味を確定するために用いられる場合、
②当事者らが合意に付与した意味に不一致があるときに特定の意味を付与
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するために用いられる場合、③当事者らの合意の欠缺を補充するために用
いられる場合、また、④公序もしくは信義誠実の観点から合意内容を修正
（変更）するために用いられる場合が含まれる。そして、①は当事者の付与
した意味を確定するという事実判断であることから「文言解釈」
（interpretation）と呼ばれ、②③④は裁判所が当事者の付与した意味にさら
なる法的価値判断を行うことから「目的論的解釈」（construction）と呼ば
れる247）。このような区別の有用性に対して疑問を呈する声もあるが248）、
UCCの契約解釈準則を定める第１編の303条（改正前の第1⊖205条、第2⊖208
条）は249）、改正の前後を問わず、①～④の作業を特に区別していない（後
述）250）。
　そのUCCの契約解釈に関する諸規定は、決して網羅的、体系的なもので
はなく251）、上述の第1⊖303条においても、契約解釈の際に考慮すべき諸要素
〔履行の経過、取引の経過、および取引慣行〕やそれらの優先順位が定めら
れているにすぎない。無論、同条の検討は重要かつ不可欠であるが、UCC
の契約解釈の準則を把握するには、同条と、これまで本稿で論じてきた「契
約の成立」および「契約の方式」に関わる諸規定との関係を明らかにして
おく必要がある。
　まず、契約の解釈は、契約が成立していることを前提とした作業である
252）。本章の第２節で論じたように、UCC第１編には「契約」と「合意」の
定義規定が置かれ（第1⊖201条（3）（12））、また、第２編には「契約の成立に
関する一般規定」（第2⊖204条（1）～（3））253）、さらに、それを前提とした合意
の締結方法（申込と承諾、電子的手段）が置かれている（第2⊖206条、第2⊖
204条（4）、第2⊖211～213条）254）。そこで、これらの契約成立に関わる諸規定
との関連で、いかなる場面で、第1⊖303条による契約の解釈が求められるか
を明らかにする必要がある。
　次に、本章の第３節ではUCC第２編の契約の方式に関する諸規定に言及
したが、そのうち詐欺防止法の規定は、合意が存在したことの証拠的機能
として重要な役割を果たしており（第２⊖201条）255）、また、口頭証拠準則の
規定は、契約書以外の証拠によって契約内容を解釈、補充できるかを判断
するためのルールであり（第２⊖202条）256）、契約解釈の範囲を確定する役割
を担っている。
　以上のように、UCCの契約解釈準則は、契約の成立および方式に関わる
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諸規定と有機的一体的に関連づけることで明らかとなり、また、そのこと
が「UCC第２編の『合意』を基礎とする契約法理」の全体像を浮かび上が
らせることにつながる（下記の図を参照）。
※　UCC第２編の合意を基礎とする契約法理（全体像）
契約の成立 契約の解釈 契約の方式
＜合意の種類＞
「明示の合意」または「黙示の合意」
＜合意の構成要素＞
「合意を証明するに足りる方法があれば
よい」
「当事者らに『契約を締結する旨の意思』
があれば、契約の成立が否定されること
はない」
↓
（２つの意思）
「契約を締結する旨の意思」
①明示されている場合、②黙示の場合 →
「契約内容に関する意思」
③明示されている場合、④黙示の場合 →
　　
　　　
＜合意の締結方法＞
・申込と承諾 → 　　　　　
・それに代わる両当事者の行為
・電子的手段 →
　　　　　　　　
＜合意の推量＞
（履行の経過、取引の経過
または取引慣行を含め、そ
の他の状況から推量される
もの）
＜合意の範囲確定＞
（契約内容と対応する
契約条項を決定、解釈する）
＜契約解釈の際に　　
　考慮すべき諸要素＞
　　　　　（履行の経過、
取引の経過、取引慣行）
＜合意が存在した
ことの証拠＞
　　　　　（原則：詐欺
防止法の下、「署名され
た記録」がない限り、契
約は強制されない）
（例外：合意の存在を推
断できる他の要素や信頼
に基づく行為がある場合
には契約を強制し得る）
＜合意の範囲確定＞
（原則：当事者らの「合
意の最終的な表示」とし
て意図された契約書以外
の証拠を排除する）
（例外：当事者らの「真
意の探究」を目的とした
合意の補充・説明〔解
釈〕）
第1⊖201条（3）
第2⊖204条（1）（3）
第2⊖204条（1）
第2⊖206条
第2⊖204条（4）
第2⊖211条～第2⊖213条
第1⊖201条（3）
第2⊖207条
第1⊖303条
第2⊖201条
第2⊖202条
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（２）　「主観理論と客観理論」の対立項との関係
　次に、当事者の意思を重視し、契約の基礎を「合意」に求めるという
UCCの契約法理を明らかにしていくという本稿の目的に照らして、UCCの
契約解釈準則と伝統的な「主観理論と客観理論」の対立項との関係にも考
慮する必要がある257）。当事者の内心の意思を重視する「主観理論」と、当
事者の行動に現れる当事者意思の外観的、客観的な様相を重視する「客観
理論」の対立枠組みの下258）、UCCの契約解釈準則はどのように位置づけら
れるのか。
　19世紀末から20世紀前半にかけて、アメリカ契約法のパラダイムが「主
観から客観へ」と転換を遂げたことは、多くの著名な研究者らによって主
張されているところである259）。しかし、このような「主観から客観へ」と
いうパラダイムの転換が有力な説と定着しつつも260）、客観理論の限界は当
初から指摘されていた261）。主観理論に立脚する相当数の判例の存在を無視
できないためである。
　ところで、「主観から客観へ」の転換を強調する立場であれ、「客観理論」
の普遍性に疑問を呈する立場であれ、一方に「主観」、他方に「客観」を対
峙させ、その優劣を争うという主観・客観の対立項の図式がその議論の前
提にある。しかし、近年、主観と客観は対立しあうものではなく262）、相互
に補完しあう関係にあるとの見解が出されている。DiMatteoは、その著書
『契約理論：契約意思の展開』（1998年）の序文において263）、以下のように
論じる。「当初より、契約という硬貨は、一方に主観性、他方に客観性を伴っ
て造られている。対立の両極は、契約の正当化根拠および拘束力を完全に
理解するのに不可欠である。」と264）。そして、契約法の主観的要素と客観的
要素との間の相互関係を明らかにしていく過程で、「本書は、契約の客観理
論が主観理論に勝利したという錯覚を分析するものである。」という265）。彼
はまた、契約の主観的要素と客観的要素とが補完しあう関係にあるという
問題意識の下266）、UCCが正にそのような契約解釈手法（コンテクストに基
づく契約解釈）を実践しているとして、その手法を詳細に検討するのであ
る267）。本稿では、UCC第1⊖303条の構成と内容を検討していく過程で、上
述のDiMatteoをはじめとする学説の評価にも言及しつつ、UCCの契約解釈
準則の意義と特徴を明らかにしていこう。
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（３）　検討の順序
　以下では、まず、UCCの他の条文（特に、契約の成立および方式に関わ
る諸規定）との関係において第1⊖303条の適用場面を明らかにした上で（第
２項）、同条の改正点を指摘し、UCCの契約解釈準則の全体的な構成を提示
する（第３項）。次に、UCCの契約解釈の指針となる「履行の経過」、「取引
の経過」および「取引慣行」につき、これらの諸概念の意義と特徴を分析
する一方で、それらの諸概念に基づく契約解釈に対する学説の評価も踏ま
えて、UCCの契約解釈準則の思考様式を明らかにする（第４項、第５項）。
第２項　UCC第1⊖303条の適用場面
　UCCの契約解釈準則の適用場面を明らかにするあたり、今一度、本稿の
第３章第２節で取り上げたUCCにおける契約成立規定の要点を確認しよう。
契約の解釈という作業が契約の成立を前提としている以上、契約不成立と
判断される状況では契約解釈の余地はないからである。
（１）　UCCにおける契約の成立規定
　まず、UCCにおいて契約の基礎となる合意について、第１編と第２編に
おける位置づけを確認しておこう。UCC第１編の定義規定によれば、「契約」
とは「当事者の合意によって生じた法的な権利義務の総体」であり（第1⊖
201条12項）、「合意」とは「両当事者の実際の取り決めをいい、当事者の文
言に示されたもののほか、第1⊖303条に定められた履行の経過、取引の経過
または取引慣行を含め、その他の状況から推量されるもの」をいう（第1⊖
201条３項）268）。ここでは、当事者の文言に示された「明示の合意」と、裁
判所により推量される「黙示の合意」の二つが念頭に置かれている。
　次に、UCC第２編の「契約の成立についての一般規定」（第2⊖204条）は、
そこでいう明示・黙示の合意の構成要素を明らかにする。同条によれば、
契約の成立に際して、「合意を証明するに足りるものであればいかなる方法
によっても」物品売買契約を締結することができ（同条１項）、契約の成立
時期は問題とされず（同条２項）、また、契約当事者らに「契約の成立を意
図」（契約を締結する旨の意思）し、かつ、「適切な救済を与える基礎が合
理的にみて確実に存在する」ならば、契約の成立が否定されることはない
（同条３項）。そして、契約当事者らに「契約を締結する旨の意思」があれば、
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裁判所により未決定の条項（契約内容）が補充されることから（同条３項）、
UCC第２編でいう合意の構成要素としては、「契約を締結する旨の意思」と
は別に、「契約内容に関わる意思」が観念されている269）。
（２）　「契約内容に関わる意思」の本質的要素
　以上のように、UCC第２編が想定する合意には「契約を締結する旨の意
思」の存在が不可欠だが、契約当事者らが漠然と「契約を締結したい」と
の意思を表明し、そのような意思が合致しただけでは契約は成立しない。
契約が成立するにはその契約を構成する要素（本質的要素）を伴うことが
要求される270）。
　この点につき、UCCは明示的な規定やコメントを用意していないが、
Hawklandによれば、第2⊖204条の下、契約の成立に不可欠の要素は「数量」
と「物品の説明」である。すなわち、これらの要素に対する言及がない場
合には、裁判所が「適切な救済（＝契約の解釈）を与える基礎」（第2⊖204
条３項）が見出せないのである271）。もっとも、数量については、①直接的
に明示されずとも価格に関する条項から引き出すことも可能であり（例え
ば「１万ドル相当の綿花」）272）、また、②絶対的、数学的な正確さを要求す
るものでもない（例えば「約１万バレルの綿花」）273）。さらに、数量は、③
売主の生産量（output）または買主の必要量（requirement）により算定す
ることも可能である274）。以上のように、数量および物品の説明に関する条
項が明示され、または、黙示に見出されるのであれば275）、他の条項（価格、
引渡し、支払い、保証、危険負担または準拠法など）は、UCC第２編が用
意する欠缺補充規定、任意規定によって規律されるのである276）。従って、
UCCの下では、契約成立に不可欠の要素である「契約を締結する旨の意思」
のほかに、最低限、数量および物品の説明に関する要素が「契約内容に関
わる意思」に含まれている必要があり277）、これらの要素を伴わない場合に
は、契約が不成立となる可能性がある。
　また、「詐欺防止法」で要求される「記録（書面）」は契約の成立要件で
はなく、契約に強制力を付与するための要件であるが、それを定めるUCC
第2⊖201条１項の第三文は「この条項の下で、記録に記載された量を超えて
その契約を強制することはできない」としており278）、この部分を根拠とし
て、詐欺防止法の下で当事者らに明示することを要求される条項は「売買
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される物品の数量」のみであると判示したフロリダ州最高裁判決がある279）。
このように、UCCの契約方式に関する規定においても「数量」という要素
の重要性が窺える。
（３）　UCCの契約解釈準則の適用場面
　以上のことを考慮すると、第１編でいう「明示／黙示の合意」の区別は、
第２編で明らかにされる合意の構成要素である「契約を締結する旨の意思」
と「契約内容に関わる意思」ごとに判断していかなければならない。すな
わち、「契約を締結する旨の意思」については、それが、①当事者間で明示
されている場合と、②当事者らの行為を含めた周囲の状況（コンテクスト）
から黙示的に見出される場合がある。同様に、「契約内容に関わる意思」に
ついても、③その内容が当事者間で明示されている場合と、④その内容に
未決定の部分があるために、裁判所の（補充的な）解釈によって黙示的に
発見される場合がある。そして、契約解釈の指針として規定される第1⊖303
条〔履行の経過、取引の経過、および取引慣行〕は、このうち①以外のす
べての場面で参照される可能性がある（下記の図を参照されたい）。
　第一に、「契約を締結する旨の意思」は、それが、当事者らの用いた「言
葉」により明示されている①の場合には契約の解釈は不要である。そのよ
うな意思が、当事者の「行為」から黙示に推測される②の場合には、周囲
の諸状況からその具体的な意味内容を確定するために契約の解釈という作
業が必要とされる280）。そして、②の作業によっても、そのような意思が明
らかにならない場合には、契約は不成立となる。
　第二に、「契約内容に関する意思」については、数量および物品の説明以
外の要素が未決定である④の場合には当然に補充的解釈により黙示の合意
を見出す必要があり、また、契約内容が明示されている③の場面でも、そ
の合意の範囲を確定するにあたり、契約の解釈が必要とされうる。例えば、
「書式の争い」を規律する第2⊖207条は、契約内容と対応する契約条項を決
定する上で、UCCの規定により補充、挿入される条項が契約内容となる旨
を規定し、それには「履行の経過、取引の経過、および取引慣行」が含ま
れる（同条コメント４）281）。また、口頭証拠準則を定める第2⊖202条は、原
則として、当事者らの「合意の最終的な表示」として意図された契約書以
外の証拠を排除するが、例外的に、当事者らの「真意の探究」を目的として、
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履行の経過、取引の経過、および取引慣行などの外部的証拠を用いて、当
該合意の補充および説明〔解釈〕を許容する282）。
第３項　UCC第1⊖303条の構成
（１）　改正UCC第1⊖303条
　改正第1⊖303条〔履行の経過、取引の経過および取引慣行〕は、旧第1⊖
205条〔取引の経過および取引慣行〕の規定に修正を加え、さらに、改正前
の第２編に置かれていた旧第2⊖208条〔履行の経過または実際的解釈〕にお
ける「履行の経過」の概念を導入したものである（旧第2⊖208条それ自体は
今回の改正で削除された）。以下では、これらの新旧条文を対比させること
で、その変更点を明らかにし、その上でUCCにおける契約解釈準則の構成
と内容を明らかにしよう。
改正第1⊖2051⊖303条〔履行の経過、取引の経過および取引慣行〕：
「（a）『履行の経過』とは、ある取引について当事者間で行われた一連の行為であり、
（1）当該取引につき、一方の当事者による反復的な履行がなされることに当事者ら
の合意があり、かつ、（2）相手方当事者が、その履行の性質を認識し、それに対す
る異議を申し立てる機会があるにもかかわらず、異議なく明示的または黙示的に
その履行を受け入れた場合をいう。
（1）（b）『取引の経過』とは、ある取引について当事者間で従前行われた従前の取
引に関する一連の行為であって、当事者の表現その他の行為を解釈する上で、公
正にみて共通の理解をなしているとみられるものをいう。
（2）（c）『取引慣行』とは、ある場所、職業、取引において常に遵守される取引方法
であって、当該取引においても守られるであろうということが当然予期されるも
のをいう。そのような取引慣行の存否とその範囲の立証は、事実問題として行わ
※　第₁⊖303条の適用場面（②③④）
明示の場合 黙示の場合
契約を締結する
旨の意思
①当事者らの用いた言葉 ②当事者らの行為
→　周囲の諸状況から解釈
　　（意味の確定）
契約内容に関わ
る意思
③当事者らの用いた言葉の解釈
→　合意の範囲の確定、補充
④契約内容の未決定部分
→　補充
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なければならない。このような取引慣行が明文の取引準則または同様の文書記録
に表現されていると立証されたときには、その文言記録の解釈は裁判所の判断事
項に属する法律問題に属する。
（3）（d）両当事者間の履行の経過または取引の経過およびまたは両当事者の従事す
る職業や取引における取引慣行および当事者が知りもしくは知りうべき取引慣行
は、その当事者らの合意の意味を確定する上で重要なものとして扱われ、当該合
意の特定の条項に対して特定の意味を付与し、その条項を補い、または限定する、
かつ、当該合意の条項を補充し、または限定しうる。当該合意の下での履行の一
部が行われた場所において適用可能な取引慣行は、その一部履行に関して利用し
うる。
（4）（e）第（f）項に定められた場合を除き、明示された合意の条項およびその解釈に
関連性のある履行の経過、取引の経過、または取引慣行は、それが合理的である
限り、相互に矛盾のないように解釈しなければならない。ただし、そのような解
釈が合理的でない場合には、（1）明示の条項が履行の経過、取引の経過、および取
引慣行に優先し、（2）履行の経過が取引の経過および取引慣行に優先し、そして、
（3）取引の経過が取引慣行に優先する。
（5）それが一部の履行であれ全体の履行であれ、履行が行われるべき地として定め
られている場所における関連の取引慣行は、その地での履行についての合意の意
味を解釈するにあたって利用しなければならない。
（f）第2⊖209条および第2A⊖208条に従い、履行の経過は、それに矛盾する条項の放
棄または変更の存在を証明する上で重要なものとして扱わなければならない。
（6）（g）関連があるとして当事者の一方が申立てた取引慣行の証拠は、相手方に対
し不当な不意打ちにならないと裁判所が認めるにたる通知が相手方になされたも
のでない限り、証拠として認容してはならない。」283）
改正第2⊖208条〔履行の経過または実際的解釈　削除〕：
「（1）履行が反復的になされるような売買契約においては、反復的な履行をなす当
事者がそのような履行の性質を認識し、かつ相手方にそれに対する異議を申立て
る機会があるにもかかわらず、異議なく明示的または黙示的に受け入れられた履
行の経過は、合意の意味を確定するに際して重要なものと取扱わねばならない。
（2）明示的な合意条項と前項のような履行の経過は、取引の経過や取引慣行も含め
て、可能なかぎり互いに矛盾のない合理的なものと解釈しなければならない。た
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だし、このような解釈が合理的でない場合には、明示的条項が履行の経過に優先
し、履行の経過が取引の経過や取引慣行に優先する。
（3）（1）項の履行の経過は、それに矛盾する条項の放棄または変更の存在を証明す
る上で重要なものとして取扱わねばならない。ただし、本項は契約の変更と放棄
に関する次条の適用を妨げない。」284）
（２）　主な変更点
　前述のように、本条における最大の変更点は、旧第2⊖208条における「履
行の経過」の概念を改正第1⊖303条に移行させたことにあり、その結果、同
概念がUCC全編に適用されることになった285）。その理由は、履行の経過が、
物品売買契約に特有のものではなく契約法一般と調和するものであり286）、
また、「当事者らが意味したことは当事者らが最もよく知っており、そして、
彼ら自身の契約の履行がその意味を最もよく表している」という履行の経
過を契約解釈の指針の一つとする正当化根拠が、第２編以外の諸事例にも
等しく当てはまるためである287）。旧第2⊖208条の１項、２項、３項は、表現
の修正を伴いつつも、それぞれ改正第1⊖303条で追加された（a）項、（e）項、（f）
項に対応している。この変更により、当事者らの合意の意味を解釈する指
針として、履行の経過、取引の経過および取引慣行が同一の条文の下で扱
われることになったが、その意義については以下の（３）で詳述する。
　従来の旧第1⊖205条からの変更点は二点ある。第一に、「取引の経過」の
定義が、「当事者間で従前行われた一連の行為」から「当事者間で行われた
従前の取引に関する一連の行為」に変更された（改正第1⊖303条（b）参照）。
第二に、これまで取り上げてきた条文と同様に、取引準則を電子的形態に
も対応させるために、従来の「明文の取引準則または同様の文書」が「取
引準則または同様の記録」に置き換えられている（同条（c）参照）。
　以上の点を除けば、UCCの契約解釈準則を定める第1⊖303条の内容に大き
な変更は見られない。
（３）　改正第1⊖303条の構成
（3.1）　同条の主たる目的
　以上のような変更を踏まえて、改正第1⊖303条は（a）から（f）までの７つの
項により構成されることとなった。このうち、最初の３つの項（a）（b）（c）は、
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契約の解釈に際して考慮に入れるべき３つの要素、すなわち、「履行の経
過」、「取引の経過」および「取引慣行」の諸概念を明確にするべく置かれ
た定義規定であり、後の４つの項（d）（e）（f）（g）は、それを踏まえたUCCに
おける契約解釈準則を定めた部分である。
　同条の主たる目的は（d）項の「…履行の経過または取引の経過または…取
引慣行は、その当事者らの合意の意味を確定する上で重要なものとして扱
われ、当該合意の特定の条項に対して特定の意味を付与し、かつ、当該合
意の条項を補充し、または限定しうる。」という部分に示されている288）。す
なわち、上記の３つの諸概念を用いて、①合意の意味を確定し、特定の条
項に対して、②特定の意味を付与し、③補充し、または④限定することで
ある289）。本稿の冒頭で述べたように、UCCは、契約の「文言解釈」と「目
的論的解釈」を区別せず290）、それらに関わるあらゆる契約解釈の作業を第
1⊖303条の下で規律している。
　ここで確認をしておくべき重要な点は、同条の適用は「契約の成立」を
前提としていることである。前述のように、合意の定義を定めたUCC第1⊖
201条３項は、「履行の経過、取引の経過または取引慣行」も当事者間の合
意の一部である旨を規定している。しかし、これらの諸概念が、契約の成
否を判断するために用いられることはなく、あくまでも「その存在が認め
られている契約を解釈するための道具」なのである291）。すなわち、「履行の
経過、取引の経過または取引慣行が影響を及ぼす以前に、おそらくは、契
約が存在することをまずは示されなければならない。以前の取引の経過ま
たは様式または取引の慣行は、まずは契約が存在しない限りは、当事者を
拘束するものではない。」292）。改正UCC第1⊖303条のコメント１はこのこと
を明示する。すなわち、「当事者らの合意の意味は、彼らが用いた言葉と彼
らの行為によって決定され、商慣習および他の周囲の諸状況を考慮に入れ
て理解され、かつ解釈される。」293）。
　UCCの下では、「契約の成立」が非常に緩やかに解されているのは前述の
とおりだが294）、同時に、契約の成立を段階的に認定する構造を採っている。
まず、当事者らの文言または行為から「契約を締結する旨の意思」を確認
し（その場合でも「数量」と「物品の説明」に関する要素には予め合意し
ていなければならない）、それによって、契約の成立を前提としたUCCの諸
規定の規律対象となる。しかし、そこで認定された「契約」に、いかなる
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範囲で、どの程度の効力を付与するかは別問題である。すなわち、詐欺防
止法（第2⊖201条）によりその合意の強制力が問われ、口頭証拠準則（第2⊖
201条）や「書式の争い」を規律する規定（第2⊖207条）により、その合意
の範囲が確定される。UCCの契約解釈準則（第1⊖303条）もまた、これらの
諸規定と同じく295）、契約の成立を前提として、合意の具体的な意味を確認
し、また、欠缺条項を補充する役目を担うのである。
（3.2）　優先関係
（ａ）　明示の合意と黙示の合意
　次に、改正第1⊖303条の（e）項は、明示の条項、履行の経過、取引の経過
および取引慣行を「相互に矛盾のないように解釈しなければならない」と
する一方で、対立が生じた場合の優先関係を定めている296）。すなわち、優
先順位は、①明示の条項、②履行の経過、③取引の経過、そして、④取引
慣行の順である。
　この優先順位は、当事者らの現実の意思（actual intent）を反映する度合
いと比例している297）。当事者間の「明示の条項」は、当事者らの意思に関
する最も信頼に値する証拠と考えられるために、それと一致しないあらゆ
る黙示の条項に優先する。「履行の経過」は、争われている契約と直接に関
係しているために、当事者らの意思に関する次善のテストと考えられる。
それに対して、「取引の経過」は、当事者間で行われた以前の取引に関する
一連の行為と関係し、現行の取引以外の諸要素を伴う可能性があるために、
履行の経過には劣る。しかし、履行の経過と取引の経過は共に、現在紛争
中の当事者らと関係しており、彼らの過去の行動が、彼らの事業展開に関
する特有の方法を示唆する可能性があるために、「取引慣行」よりは、合意
の意味を確定する上でより適切なテストとなる。「取引慣行」は、特定の職
業または共同体における通常の取引行為のみを反映しており、特定の構成
員の特異性までを反映し得るものではないために、この中では最下位に置
かれる298）。
（ｂ）　強行規定と任意規定
　上記に挙げた①～④までの諸概念間の優先順位のほかに、制定法（UCC）
上の条項との優先関係も考慮しなければならない。このうち、UCCに見出
される強行規定は、当事者らの明示的な合意に対しても、履行の経過、取
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引の経過または取引慣行を通じた黙示的な合意に対しても、絶対的に優先
する。しかし、UCCはわずかな条項のみを強行規定として扱っており（例
えば、第2⊖201条〔方式上の要件・詐欺防止法〕など。以下の第1⊖303条コ
メント３を参照のこと。）299）、一般的には、契約自由の原則を基調としてい
る300）。従って、強行規定に反するという理由で、明示または黙示の合意の
効力を否定するという試みは、通常は、不成功に終わる301）。
　それに対して、UCCに見出される任意規定は、裁判所が、履行の経過、
取引の経過または取引慣行に訴えても欠缺条項を補充し得ない場合に、そ
の補充のために用いられることがある。しかし、UCCの任意規定と黙示の
合意との間に対立がある場合には、任意規定の方が劣後する。「なぜならば、
履行の経過、取引の経過および取引慣行は、契約の黙示的条項を認めるた
めの手法であり、合意それ自体の一部を構成する。他方で、制定法上の条
項は、当事者間のいかなる合意の一部も構成しない。」ためである302）。
　このような考え方は、UCC第1⊖303条の公式コメント３にも明示されてい
る。すなわち、「強行法規的なルール（例えば、第２編、売買の詐欺防止法
規定のように、当事者らの行動を規律し、制限する役目を果たし、かつ、
合意または取引慣行によって排除されることはない）と、当事者らが考慮
に入れておらず、実際に合意していなかった論点を補充するような法の
ルール（例えば、第２編、売買の第３部におけるルール）との間には境界
線が引かれる。後者のルールは『別段の合意がなければ』認められるが、
当事者らの反対の合意によって排除される。」と303）。
（ｃ）　まとめ
　以上のように、明示の条項と黙示の条項との間で、または、黙示の条項
それ自体の間で、または、一方が明示もしくは黙示の条項で、他方が制定
法（UCC）上の条項との間で、相容れない対立が存在する可能性がある。
そこで、裁判所は、第1⊖303条（e）項に定められた優先順位に従って（強行
規定　＞　明示の合意　＞　履行の経過　＞　取引の経過　＞　取引慣行
　＞　任意規定）、それらの対立を解決することを命じられるのである304）。
　UCC第1⊖103条はまた、「履行の経過」、「取引の経過」および「取引慣行」
という解釈の指針となる諸概念に対して詳細な定義と説明を置く305）。以下、
順に見ていこう。
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第４項　履行の経過および取引の経過
　改正第1⊖303条（a）項は「履行の経過」を定義し、同条（b）項は「取引の経
過」を定義するが、同条およびそのコメントは、いかなる行為がこれらの
諸概念に含まれるかを明らかにする。
　まず、争点とされる当事者間の合意を基点として、同じ当事者間で、そ
れ以前に行われた行為（＝取引の経過）であるか306）、それ以後に行われた
行為（＝履行の経過）であることを要する307）。
　次に、ある行為が「履行の経過」または「取引の経過」のレベルに達す
るには、それが「当事者の表現その他の行為を解釈する上で、公正にみて
共通の理解」が当事者間に確立されている場合に限られる。この「共通の
理解」（a basis of understanding）という要件は、「取引の経過」の定義には
明示されているが（同条（b）項）、「履行の経過」においても当然に要求され
ると理解されている308）。同条（a）項によれば、「履行の経過」とは、「（1）当
該取引につき、一方の当事者による反復的な履行がなされることに当事者らの合
意があり、かつ、（2）相手方当事者が、その履行の性質を認識し、…、異議なく明
示的または黙示的にその履行を受け入れた場合」（下線：木原）をいうのであり
309）、これは当事者間に「共通の理解」があることを前提とした定義である。
　さらに、「履行の経過」または「取引の経過」というには、当事者間で行
われた「一連の行為」であることを要する（同条（a）（b）項）。すなわち、い
ずれも連続的な行為を伴うことが要件とされるので、「単発的な行為」はこ
れに含まれない310）。もっとも、単発的な行為は、合意の一部とはならない
が、「現在問題とされている取引に関して、当事者らが何を意図していたか
の一定の証拠となる可能性があり、そのような意思を証明する証拠として
許容されるべきである」といわれる311）。
　本節の冒頭で紹介し、契約の主観的要素と客観的要素とが相互に補完し
あう関係にあると主張したDiMatteoは、第1⊖303条でいう「履行の経過」と
「取引の経過」につき、「以前の取引、契約締結前の交渉、同時に起こった
意思伝達、および履行の経過から生じたコンクテスト上の証拠は、契約上
の意思を立証するのに用いられうる。これは当事者らが彼らの関係に特有
の共通の経験と理解を有しうるという認識であり、それは、以前の交渉お
よび以前の取引を基礎とした間主観的な理解である。」と評価する312）。
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第５項　取引慣行
（１）　新たな法概念としての取引慣行
　改正第1⊖303条（c）項は「取引慣行」を定義し、それによれば、取引慣行
とは「ある場所、職業、取引において常に遵守される取引方法であって、
当該取引においても守られるであろうということが当然予期されるもの」
である313）。そして、同条のコメント３によれば、UCCで定義される「取引
慣行」（usage of trade）は、伝統的なコモン・ロー上の「慣習」（custom）
の概念と明確に区別される。すなわち、「統一商事法典は『取引慣行』を当
事者らが合意したことの商事的な意味に到達するための一要素として取り
扱う。その用いられた言葉は、ある特定の地方において、または、ある特
定の職業または取引において、特定の商取引に関係した当事者らに意味す
ることを正当に期待されたことを意味するものとして解釈される。このよ
うな意味において『取引慣行』の文言を採用することで、統一商事法典は、
『構築された法のルール』（established rules of law）を置き換えたり、否定
するという試みを示すものとしての『慣習』の証拠が見出される諸事例を
拒絶する意図を表明している。」314）。以上のように、UCCの下では、伝統
的な慣習のテストが否定され、取引慣行という新たな法概念に置き換えら
れることを明らかにしているのである315）。
（２）　慣習と取引慣行と区別
　Levieによれば、コモン・ロー上の慣習が有効なものとなるには、「（1）適
法なものであり（legal）、（2）公然のものであり（notorious）、（3）古くからの
もので、かつ、継続的なものであり（ancient or immemorial and continuous）、
（4）合理的なものであり（reasonable）、（5）確実なものであり（certain）、そ
して、（6）普遍的かつ強制的なものである（universal and obligatory）」こと
が必要であるといわれる316）。このLevieの指摘を踏まえて、Hawklandは、
コモン・ロー上の慣習とUCC第1⊖303条で規定される取引慣行との違いを以
下のように説明する317）。
　まず、UCCの取引慣行が継承しているのは、（1）の適法性と（4）の合理性
である318）。同条のコメント５によれば、「明らかに非良心的な契約および条
項を規律する統一商事法典の方針は（第1⊖304条、第2⊖302条）、取引慣行に
依拠する黙示の条項に適用され、そして、慣習または慣行が『合理的な』
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ものでなければならないという従来の要件の基礎にある方針を進展させ
る。」。従って、UCCの下でも、違法な活動を伴う取引慣行が当事者らの合
意の一部を形成するとしても、それは非良心的であるとの理由で無効とな
り（適法性の確保）、ひいては、それが合理性の確保をも意味するのである。
　しかし、UCCは、コモン・ロー上の慣習として認められるその他の諸要
件を修正または否定している。まず、（2）の公然性という要件は、当該慣習
を実際に知っていた者に対して拘束力をもつことを意味する。それに対し
て、UCCの取引慣行はこの要件を修正し319）、ある職業または取引の全構成
員を拘束し、さらに、それを「知りもしくは知りうべき」であった者をも
拘束する（第1⊖303条（d）項、コメント６）320）。従って、UCCの下では、当
該職業または取引に従事する当事者は、当該取引慣行を知らない場合にも、
それに関する必須の知識を有しているものと推定され、その結果、当事者
らは実際には知らなかった慣行に拘束される可能性がある321）。
　次に、（3）の古くからのもので、かつ継続的なものであるとの要件は、
UCC第1⊖303条のコメント４において明確に否定されている322）。すなわち、
「第（c）項の下での取引慣行は、特定された『遵守の規則性（regularity of 
observance）』を有さなければならない。『慣習』に関する古いイギリスの
テストはこの意味で廃止される。従って、取引慣行が、『古く』（ancient or 
immemorial）、『普遍的』（universal）またはそのような状態にあることは要
求されない。」323）。すなわち、新たな慣行であっても、それが規則的に遵守
されているならば、それは有効な取引慣行として認められうるのである324）。
　そして、UCCにおける（3）要件の否定は、（6）の普遍性の要件をも否定す
ることにつながる325）。同コメントは続けて以下のように述べる。「したがっ
て、第（c）項の要件の下、新たな慣行、および、一定水準の販売業者の大多
数（great majority）により現在のところ遵守されている慣行、─たとえそ
れを省く用意のある反対者が不賛成であったとしても─、を完全に承認す
ることが可能である。取引準則において、商人らによって合意された慣行
に関する適切な承認が存在する余地もある。」と326）。コモン・ロー上の慣習
でいう普遍性の要件が「ほぼ全ての人が実際にそれを遵守していることを
意味」していたのに対して327）、UCCの取引慣行においては上記コメントに
も言及されているとおり、「大多数により現在のところ遵守」されていれば
よいのであり328）、この点においてUCCは同要件を修正している329）。
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　次に、慣習が（5）確実なものでなければならないとの要件は、「慣習的な
規範」（customary norm）に基づく広範囲に及ぶ多様性が否定され得ること
を意味する。例えば、引渡の遅滞を許容することは特定の取引では通常の
ことだが、その遅滞が、ある商人にとっては２日間、他の商人にとっては
10日間と様々であるような場合、それは慣習とは認められない330）。それに
対して、UCCの取引慣行においては、慣習における確実性の要件が緩和さ
れている331）。同条のコメント８によれば、「十分に確立された慣行が、統一
商事法典の一般ルールとは異なり、その多様性…が単一の基準に帰するこ
とができない場合において、当該慣行に依拠した当事者は、いかなる場合
でも、提示された最小限の差異（variation）は認められよう。」332）。従って、
上記の例でいえば、その商人は２日間の遅滞は容認されうるのである333）。
　最後に、慣習が（6）強制的なものであるということも、UCCの取引慣行と
は異なる点である334）。慣習は、それが有効なものであれば独立した法源と
みなされる一方で、取引慣行は当事者らが意図したことに関する証拠にす
ぎないからである335）。なお、取引慣行が存在するか否かの立証は原則とし
て事実問題に属する（同条（c）項）336）。
（３）　フォーマリズム学派からの批判
（ａ）　組み込み戦略
　以上のように、取引慣行を契約の解釈に取り入れるというUCCの手法（こ
れを「組み込み戦略」（incorporation strategy）と呼ぶ）に対して、近時、「法
と経済学」のアプローチを重視するフォーマリズム学派から批判が寄せら
れている337）。以下、フォーマリズムの代表論者であり、とりわけUCCの採
用する組み込み戦略に対する批判を展開するBernsteinの見解と、それに反
論するSnyderの見解を紹介しよう。
（ｂ）　Bernsteinによる批判とSnyderの反論
　Bernsteinの組み込み戦略に対する批判は、第一に、契約当事者らは、そ
の関係が良好に維持されている限りにおいて、「関係を維持するための規範」
（relationship-preserving norms）として、履行の経過、取引の経過、また、
取引慣行といったコンテクストに依存するが、ひとたび両者の関係が悪化
し、訴訟に発展しうるような状況においては、むしろ、「最終段階の規範」
（End-Game Norms）として、当事者らが用意し、書面化された契約条項に
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依拠することを望むという点である338）。第二に、組み込み戦略が前提とす
るコンテクスト（産業界の慣習）が実際に存在するかを疑問視し、そのよ
うな統一的なコンテクストが実在しない現実においては、契約当事者らが
取引慣行の意味に合意することはないとの主張である339）。
　Bernsteinの指摘に対してSnyderは反論を加える340）。第一の点については、
Snyderは、Bernsteinと同じ「法と経済学」陣営から、①最終段階の規範と
して、多くの契約条項を書面で明示するコストを考慮に入れていないとの
指摘があること341）、また、②契約当事者らは、関係が悪化した場合には、
自らの契約上の権利が侵害されないことへの保証を何よりも求めるのであ
り、その際、UCCの採る「組み込み戦略」に拠るか、フォーマリズムの主
張する書面化された条項に拠るかには拘っていないとの指摘があることを
紹介する342）。第二の点について、Snyderは、「UCCのアプローチは、
Bernstein教授が論じるように『取引の範囲につき地理的に同一の広がりを
もつ、広く知られた商業的な基準および慣行』でなければならないことを
想定していない」と指摘する343）。前述のように、改正UCC第1⊖303条は、
契約の解釈において適用されうる取引慣行とは「ある場所、職業、取引に
おいて常に遵守される取引方法であって、当該取引においても守られるで
あろうということが当然予期されるもの」をいうのであり（同条（c）項）344）、
UCCは継続的、普遍的かつ確実な慣習をコンテクストとして採用すること
をそもそも予定していないのである345）。
（ｃ）　「契約の方式」規定との関係
　以上のようなフォーマリズムからの批判に対しては、UCC第２編が「契
約の方式」を重視していることからも反論が可能であろう。すなわち、
フォーマリズムが重視する「書面化された契約条項」に関しては、すでに
UCC第２編においても十分に考慮されているのであり、それは、合意が存
在したことの証明として、当事者らに合意を書面（記録）に表すことを促し、
かつ、そのような書面（記録）がない限りは、合意を強制不可能なものと
する詐欺防止法規定（第2⊖201条）が担保しており、また、そのような契約
条項の解釈をめぐる諸問題が生じることを想定して、口頭証拠準則（第2⊖
202条）や書式の争いを規律する規定（第2⊖207条）が用意されているので
ある。
　UCCの契約解釈準則を評価する際には、その中心規定である第1⊖303条だ
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けでなく、契約の解釈に関連する他の諸規定との関係をも考慮に入れる必
要がある。とりわけ、口頭証拠準則を定める第2⊖202条にみられるように、
UCC第２編の下では、「書面（記録）化された合意」を尊重するという前提
があり、ただし、それとは異なる「現実の合意」が別に存在する可能性を
考慮して、コンテクストに基づく契約解釈によってそれを探究することを
許容する構造となっているのである346）。
（４）　取引慣行と「主観・客観の対立項」との関係
　取引慣行に基づく契約解釈が「主観・客観理論の対立項」とどのように
関係しているかという、本節第１項の（２）で言及した問題に立ち返ろう。
契約の主観的要素と客観的要素とが相互に補完しあう関係にあると主張し
たDiMatteoは、第1⊖303条でいう「取引慣行」につき、以下のような検討を
加える347）。彼はまず、①コンテクスト、とりわけ取引慣行に基づく契約解
釈が、契約の客観理論、主観理論とどのように関係するのか、次に、②そ
のような契約解釈のアプローチが、当事者らの真意をより明らかなものに
するか、という二つの問題を検討する必要があるという。
　第一の問題につき、取引慣行、慣習および商業実務とは、本質的には外
観的かつ客観的なものであり、その限りでは、一方または双方の当事者が
与えた主観的な意味というよりは、契約解釈を規律する際の外観的な意味
を帯びる。しかし、商人らが、契約条項の慣習上の意味、および、彼らが
選択した取引または職業における慣行を学ぶことは必須のことであり、そ
のような背景を前提として、当事者間で意思伝達を行なうことを通じて、
本質的には外観的、客観的な性格をもつコンテクストが、当事者らの主観
的な理解に置き換えられると理解する。その意味において、コンテクスト
に基づく契約解釈は、主観性の放棄ではないという348）。
　第二の問題に関しては、当事者らが取引条項や慣行の意味を理解して、
彼らの「契約上の義務」を果したとすれば、彼らの契約の文言に関するそ
のコンテクスト上の意味は、実際には、彼らの真の主観的な理解を反映す
ることになる349）。従って、DiMatteoは、「大半の場合、コンテクスト上の
解釈によって、当事者らの『真意』（true understanding）を明らかにする
という試みは、その当事者らの主観的な意思を明らかにすることになる。」
という350）。しかし、当事者らが、同人の取引または事業に関する外観上の
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慣行や慣習を理解することに欠いた場合には、同人の契約条項に関する主
観的な理解は、コンテクストに基づく契約の解釈に反映されないこととな
る351）。
　以上のように、当事者らが、特定の取引慣行の存在と意味を理解してい
る限りにおいて、それは当事者らの主観的な理解に置き換えられ、結果的
に、当事者らの主観的な意思を明らかにすることにつながるのである。
第６項　小括
　これまでの検討を踏まえて、改正UCC第２編における「契約の解釈」に
関する諸規定の意義と特徴を挙げよう。
（ａ）まず、UCCの下、「履行の経過」、「取引の経過」および「取引慣行」
といったコンテクストに基づく契約の解釈は、あくまでも、契約の成立を
前提とした作業にすぎず、コンテクストのみで契約の成否を判断すること
はできない。また、当事者間に明示の合意がある場合には、コンテクスト
に基づく契約解釈を実施する余地はない（第1⊖303条（e）項）。
　改正第1⊖303条のコメント１は「当事者らの合意の意味は、彼らが用いた
言葉と彼らの行為によって決定され、商慣習および他の周囲の諸状況を考
慮に入れて理解され、かつ解釈される。」という。すなわち、当事者らの用
いた「言葉」や「行為」を出発点として、必要がある場合には「商慣習」（取
引慣行）や「周囲の諸状況」（履行の経過、取引の経過）といったコンテク
ストを考慮に入れる。まず、契約の成立に欠かせない「契約を締結する旨
の意思」に関しては、それが明示されていない場合には、当事者らの行為
から解釈によってその具体的な意味を確認する。次に、「契約内容に関する
意思」に関しては、「数量」と「物品の説明」に関する要素を伴うことが求
められるが、それ以外の要素に未決定の部分がある場合にはそれを補充し、
合意の範囲に争いがある場合には、それを確定し、補充するのである。
（ｂ）次に、コンテクストに基づいて契約解釈を実施する場合でも、当事者
らの現実の意思を反映する度合いに比例して、履行の経過、取引の経過、
そして、取引慣行の順に優先関係を定めている（同条（e）項）。
　「履行の経過」は争点とされる契約と直接に関係し、また、「取引の経過」
は争点とされる契約の当事者らの過去の行動と関係するため、当事者らが
何を意図していたかの一定の証拠となる可能性があるが、そのような意思
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を証明する証拠とするためには、それらを用いて解釈する上で、当事者間
に「共通の理解」が必要とされる（同条（b）項）。
　「取引慣行」は、特定の職業または共同体における通常の取引行為のみを
反映しており、特定の構成員（契約当事者）の特異性までを反映するもの
ではないために、改正第1⊖303条の下では、コンテクスト間の優先順位は最
下位となる。ここでは、コモン・ロー上の慣習とUCCの取引慣行との相違
点を認識すべきである。取引慣行は、慣習と同じく、適法かつ合理的なも
のでなければならないが、公然のものである必要はなく（取引慣行は共同
体の構成員全員を拘束する）、継続的、普遍的なものである必要もなく（規
則的に遵守されているならば新たな取引慣行でもよく、また、大多数によ
り現在のところ遵守されていればよい）、さらに、確実なものである必要も
ない。また、UCCの下では、取引慣行は、慣習と異なり、法源とはみなさ
れず、あくまでも当事者らが意図したことに関する証拠にすぎず、その証
拠も当事者らの明示の条項と一致しない場合には許容されない352）。このよ
うに、UCCは取引慣行の適用範囲と効力を限定的なものと解していること
に留意する必要がある。
（ｃ）以上のような特徴を有するUCCの契約解釈準則に対していかなる評価
を与えることができようか。
　まず、UCCのコンテクストに基づく契約解釈は、伝統的な「主観理論と
客観理論」の対立項、すなわち、一方に「主観」、他方に「客観」を対峙させ、
その優劣を争うという図式には当てはまらない。近年では、両者は対立し
あうのではなく、補完しあう関係にあるとの理解の下、契約法の基礎や契
約の拘束力を論じるべきであるとの主張が出され、UCCの契約解釈準則も
また、このような観点から理解される。
　すなわち、「履行の経過」や「取引の経過」といった客観的なコンテクス
トを用いて契約を解釈する際には、当事者間の「共通の理解」が要求され
るが、この要件こそが、当事者らの真意の探究につながる。DiMatteoによ
れば、これらは「当事者らが彼らの関係に特有の共通の経験と理解を有し
うるという認識であり、それは、以前の交渉および以前の取引を基礎とし
た間主観的な理解」である。「取引慣行」についても、一見すると、それは
前二者に比べて、より客観的な性格を帯びており、契約当事者らの主観的
な意思とかけ離れるように見える。しかし、DiMatteoが指摘するように、
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契約当事者らが、特定の取引慣行の存在と意味を理解している限りにおい
て、それは当事者らの主観的な理解に置き換えられ、ひいては、当事者ら
の主観的な意思を明らかにすることにつながるのである。
　なお、近時、「法と経済学」のアプローチを重視するフォーマリズム学派
からは、コンテクストを積極的に取り込むUCCの契約解釈手法（組み込み
戦略）に対して批判が寄せられている。その要点は、①契約当事者らは、
両者の関係が悪化し、訴訟に発展しうる状況では、裁判所によるコンテク
ストに基づく解釈を望んでおらず、予め当事者らが書面化した契約条項に
よる解決を望む、また、②契約当事者間の合意に組み込むべき普遍的、統
一的な慣習というものは存在しないということにある。しかし、これらの
批判に対しては、①契約当事者らは自らの権利が害されないことへの保証
を求めているのであり、その際、組み込み戦略に拠るか、書面化された契
約条項に拠るかには拘っていない、②そもそもUCCは普遍的、統一的な慣
習を契約解釈の際に採用することを予定していない、との形で反論が可能
である。
　また、同学派が重視する「書面化された契約条項」という要素は、既に
UCC第２編の「契約の方式」に関わる諸規定（詐欺防止法を定める第2⊖201
条、口頭証拠準則を定める第2⊖202条）また、書式の争いを規律する規定（第
2⊖207条）において十分に考慮されていることにも留意しなければならない
であろう。とりわけ、第2⊖202条によれば、UCC第２編の下では、「書面（記
録）化された合意」を尊重するという前提があり、ただし、それとは異な
る「現実の合意」が別に存在する可能性を考慮して、コンテクストに基づ
く契約解釈によってそれを探究することを許容する構造となっている。
UCCの契約解釈準則を評価する上では、その中心規定である第1⊖303条だけ
でなく、他の関連規定との関係を考慮することが重要である。
　注
246）　アメリカ法における契約の解釈につき、5 CORBIN ON CONTRACTS,§§ 
24.1⊖24.31 (Revised ed., 1998); FARNSWORTH, supra note 200, Chp. 7 (§§7.1⊖
7.17); S. J. BURTON, ELEMENTS OF CONTRACT INTERPRETATION (2009)な
ど。
247）　穂積忠夫「法律行為の『解釈』の構造と機能」法協77巻603頁、78巻27頁
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（1961年）は、このようなアメリカ契約法における「文言解釈」（interpretation）
と「目的論的解釈」（construction）の区別を踏まえて、わが国の法律行為の解
釈のおいても、「意味の発見」（事実判断）と「意味の持込み」（法的価値判断）
という異なる次元の解釈の作業を意識すべきだと主張した。また、アメリカ契
約法におけるinterpretation/constructionの二分法をめぐる学説の理解の変遷に
つき、太田知行「契約の解釈─アメリカ合衆国における学説の紹介を中心とし
て」上原＝長尾編『自由と規範』（東京大学出版会、1985年）を参照されたい。
248）　Farnsworthによれば、「裁判所がこの区別を支持することがあるが、彼ら
は私的な合意に介入する程度を不明瞭なものとするために、『目的論的解釈』
のプロセスを『文言解釈』のプロセスと特徴づけることによって、その区別を
しばしば無視することがある。」と述べ、「文言解釈と目的論的解釈との区別は
実務において維持するには困難である」と結論づける。FARNSWORTH, supra 
note 200,§7.7, at 268.
　　吉田・前掲注（89）117頁もまた、このようなアメリカ契約法からの示唆の下、
前注の穂積論文で提示された「意味の発見」と「意味の持込み」という区分が、
わが国の契約解釈という局面においても「抽象的・一般的なものであり、説明
の整理の意義があるに止まる」という。
249）　UCC第２編の契約解釈準則、特に改正第1⊖303条（改正前の第1⊖205条、第
2⊖208条）については、澤田壽夫「U.C.C.のもとにおける契約解釈に関する当事
者の行為の意義」アメリカ法［1968］212頁以下、ウィトモア・グレイ（訳：
林司宜）「UCCにおける契約の解釈（1）（2）」海外商事法務87号２頁、88号２頁
（1969）、樋口・前掲注（104）174頁以下など。
250）　澤田・前掲注（249）241頁によれば、改正前の「U.C.C.ではinterpretationと
constructionを截然と区別することなく、両者をあわせてconstructionと呼ぶ立
場をとって」いた。
　　改正UCC第1⊖303条（d）項もまた、同条で規定する「履行の経過、取引の経過、
および取引慣行」が、本文で挙げた①～④全ての場面に適用されうることを明
示する。本稿の第３章第４節第３項（３）（3.1）を参照されたい。
　　これに対して、口頭証拠準則を定める改正第2⊖202条の下では、書面化され
た合意とは異なる外部的証拠の利用を許容しており、その際、外部的証拠が当
該合意の「説明（解釈）」のために用いられる場合と、「補充」のために用いら
れる場合とでルールを異にしている。本稿の第３章第３節第３項の（２）を参
照されたい。
251）　契約法の一般原則を規律する第二次契約法リステイトメントには、契約の
解釈に関する個別の章が設けられており（第９章・契約上の債務の範囲）、以下
のように、４つの節ごとに契約の解釈に関わる諸準則が体系的に規定されてい
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る（合計24条）。
　　第１節（合意の意味）は、第200条〔約束または合意の解釈〕、第201条〔ど
の者の付与した意味が優先するか〕、第202条〔解釈を補助する準則〕、第203条
〔解釈における優先規準〕、204条〔省略された必須条項の補充〕から構成される。
第２節（公正さと公の利益の考慮）は、第205条〔信義誠実および公正取引の
義務〕、第206条〔起草者に不利な解釈〕、第207条〔公にとって有利な解釈〕、
第208条〔非良心的な契約または条項〕から構成される。第３節（書面の採用
の効果）は、第209条〔完成合意書〕、第210条〔完全な完成合意書と部分的な
完成合意書〕、第211条〔標準化された合意書〕、第212条〔完成合意書について
の解釈〕、第213条〔完成合意書が従前の合意に及ぼす効果〕、第214条〔従前に
または同時になされた合意および交渉についての証拠〕、第215条〔完成された
条項の否認〕、第216条〔矛盾しない追加的条項〕、第217条〔条件に関する口頭
の要求に服する完成合意書〕、第218条〔虚偽の記述、約因についての証拠〕か
ら構成される。第４節（慣習の影響）は、第219条〔慣習〕、第220条〔解釈に
関連する慣習〕、第221条〔合意を補充する慣習〕、第222条〔取引慣行〕、第223
条〔交渉の経過〕から構成される。同章には、その他、第５節（条件および類
似の出来事：第224～230条）が含まれている。
252）　契約の成立と契約の解釈との関係は、密接不可分な関係にあるが、両者は
区別して考えるべきである（後述するように、UCCの下では両者を区別してい
る）。わが国でも、契約を含む法律行為の成立と内容確定については分けて論
じられるのが一般的である。佐久間毅『民法の基礎１総則［第３版］』（有斐閣、
2008年）49頁によれば、「意思表示についても、それを構成要素とし、それに従っ
て主たる内容が定める法律行為についても、成立と内容確定の問題は、切り離
して論じられるのが普通である。すなわち、意思表示や法律行為が成立したか
どうかを、まず判断する。そして、意思表示や法律行為の成立が肯定されると、
次に、その内容は何であるかを確定する。内容が確定できれば、その内容に従っ
た効力が原則として認められる。しかし、もし内容が確定できなければ、…、
成立を認められた意思表示や法律行為は無効になる、とされるのが普通であ
る。」。
253）　本稿の第３章第２節第１項を参照されたい。
254）　本稿の第３章第２節第２項～第４項を参照されたい。
255）　本稿の第３章第３節第２項を参照されたい。
256）　本稿の第３章第３節第３項を参照されたい。
257）　わが国では、契約（または法律行為）の解釈にあたり、「意思主義（主観説）
─表示主義（客観説）」という軸の当否を、「どちらか一方の立場では割り切れ
るものではない」ことを理由に疑問視し、「具体的な契約解釈の実践と遊離した、
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やや抽象的対立」であるとの意見もある（吉田・前掲注（89）117頁など）。この
ような指摘は、アメリカ契約法における同様の対立項にも当てはまるが（拙稿
（1）・前掲注（1）93頁参照）、UCCの契約法理を明らかにするという前稿および
本稿の目的に照らせば、契約法理論の発展の過程で長期にわたって論じられて
きた、主観・客観の対立項をめぐる問題との関わりを無視することはできない。
また、本文で論じるように、アメリカ契約法上、主観・客観の対立項をめぐる
理解そのものが、近時、変容しつつある。
258）　拙稿（1）・前掲注（1）89頁。
259）　例えば、Friedmanは1965年に出版した『アメリカにおける契約法』におい
て以下のように説明する。「いわゆる契約の客観理論は、19世紀末から20世紀
初頭の学者らによって発展され、コモン・ローは合意の客観的な表示のみを強
制することを強調し、そして、強制可能な契約の本質は当事者らの主観的な『意
思の合致』であるという考えを否定した。」。そして、彼によれば、この時期の
コモン・ローは「取引上のリスクを減じ、かつ、予測できる取引上の効果を高
めるという問題」に最も関心を寄せていたという。L. M. FRIEDMAN, 
CONTRACT LAW IN AMERICA 87 (1965).
　　Gilmoreは1974年に出版した『契約法の死』において、「主観から客観へ」の
転換が、主として、３名の法学者により果たされたことを強調する。すなわち、
「法は一つの科学である」と提唱したLangdell、それを踏まえて「形式的、外在
的および客観的な基準」に基づく契約法理論の構築を提唱したHolmes、および、
両者の思想を受け継ぎ、1932年に公表された第一次契約法リステイトメントに
おいて、客観理論に基づく契約法体系を具体化したWillistonである。G. 
GILMORE, THE DEATH OF CONTRACT 12⊖14 (1974).　詳しくは、拙稿（1）・
前掲注（1）86⊖87頁も参照されたい。
　　Horwitzもまた、1992年に出版した『アメリカ法の変遷1870⊖1960』において、
19世紀後半から20世紀前半にかけて、意思理論（主観理論）が客観理論へと移
行していった過程を詳述している。彼によれば、契約の客観主義は、元々は契
約の意思理論と対立するものではなく、意思理論を補充するのに必要だとみな
されていたのに対して、上述したHolmesの契約法理論の影響もあり、その後、
両者は相容れないものとされた。M. J. HORWITZ, THE TRANSFORMATION 
OF AMERICAN LAW, 1870⊖1960, 33⊖39 (1992). 本書の翻訳として、モートン・
J・ホーウィッツ＝樋口範雄『現代アメリカ法の歴史』（弘文堂、1996年）がある。
260）　このような「主観から客観へ」の転換がなされたという一般的な考え方に
対して、19世紀半ばに一時的に主観的なアプローチへの関心が寄せられたもの
の、コモン・ローにおいては太古の昔から客観的なアプローチが支配的だった
のであり、Holmesはそれを再確認したにすぎないと考え方を主張するものがあ
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る。Perillo, The Origins of the Objective Theory of Contract Formation and 
Interpretation, 69 Fordham L. REV 427, 428 (2000⊖2001).
261）　例えば、Whitterは1929年に公表した論文において、上述した客観理論に基
づいて作成された第一次契約法リステイトメントに対して、それが客観理論の
立場に完全に立脚しているのは誤りであると指摘し、「相互的同意の表示」で
はなく、当事者らの「内心の意思」を根拠に契約の成否を判断すべき状況も存
在し、同リステイトメントでもその場合を想定した条文が数多く存在すること
を明らかにした。Whitter, The Restatement of Contracts and Mutual Assent, 17 
CALIF. L. REV 441, 444 (1929). 同論文およびその評価に関して、拙稿（1）・前掲
注（1）91⊖94頁を参照されたい。
　　KesslerとFineもまた、1964年に公表した「契約締結上の過失」に関する論文
の中で、「コモン・ローは、契約に関して、客観理論にのみ立脚して説明するこ
とができない。判例法において、契約の客観理論を支持し擁護する、非常に強
力な言明が存在するのは確かだが、未だに主観理論に訴える相当数のコモン・
ローの判例が、客観主義者らの手強い攻撃に耐えていることを示している。」と
説明する。Kessler & Fine, Culpa in Contrahendo, Bargaining in Good Faith, and 
Freedom of Contract: A Comparative Study, Harv. L. REV 401, 426 (1964).
262）　アメリカ契約法において主観理論と客観理論が対立しあう関係にないとの
理解は、わが国でも以下の文献で指摘されている。鹿野菜穂子「アメリカ法に
おける契約の解釈と当事者の意思（一）」九大法学57号123頁では、アメリカの
「客観理論によれば、…契約の解釈の段階で既に『当事者の意思』を考慮する
点で、わが国の客観説と非常に異なる」と指摘する。また、樋口・前掲注（104） 
109頁は、アメリカの「表示主義は、…、内心の意思の一致を達成するための
手段だとみることができる。大多数の人にとって、表示されたものと真意とは
一致するから、表示主義は真意の実現を保証する。」と指摘する。
263）　DIMATTEO, supra note 92.
264）　Id. at xii.
265）　Id. at 3. DiMatteoの著書は、「契約成立」、「契約の解釈」、「錯誤」といった
領域のみならず、「契約違反」、請負契約において問題とされる「満足条項」、「未
成年者の法」、「経済的強迫の法理」の検討も含んでおり、さらには、同様の主
観・客観の対立項をもつ「代理法」や「刑法」との比較検討にも及んでいる。
266）　Barnettが提唱する同意理論の枠組みもまた、主観・客観の対立項を前提と
するものではない。彼は、契約の補充的解釈の場合における「任意規定」の適
用に関して、契約関係に入るという全体としての同意を、既存の任意規定に
よって拘束される第二の意思に対する根拠であると述べる。Barnett, supra note 
89, at 827. DiMatteoによれば、「Barnettの同意理論の枠組みは、対立に関する
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重要な点を説明する。その対立は、一般的に、客観と主観との間の対立ではな
い。慣行上の任意規定に関する認識と知識が、現実の同意と黙示の同意との合
致（convergence）を導く。しばしば、客観的な意味と主観的な意味とは、対立
よりも、共通の基盤を共有するものである。契約当事者間で任意規定に関する
知識が多ければ多いほど、彼らの契約の主観的および客観的な意味の合致は増
すであろう。別の言い方をすれば、意思伝達に関して、関連する共同体におい
て存在する任意規定の認識が多ければ多いほど、その当事者らの暗黙の主観的
な合意が反映されている可能性が高くなる。」。DIMATTEO, supra note 92, at 43.
267）　UCC第２編の元の起草者であったLlewellynは、伝統的な「主観説と客観説」
の対立を不毛な議論と捉え（拙稿（2）・前掲注（1）59頁、拙稿（4・完）・前掲注
（1）115頁を参照のこと）、純粋な客観性は契約には存在しないと考えていた。
Llewellynによれば、「法の適用において純粋な客観性は実在しない目標であり、
それはたんに裁判上の書類（judicial writing）の『技術』にすぎない」のであっ
た。K. N. LLEWELLYN, THE CASE LAW SYSTEM IN AMERICA 26 (1989); 
LLEWELLYN, supra note 118, at 24. しかし他方で、「彼は、少なくとも主観的な
意思（intent）と純粋に客観的な意思との間にある隔たりを埋める方法として、
より広くコンテクスト上の証拠の活用を重視していた。」という。DiMatteo, 
infra note 347, at 28.
268）　本稿の第３章第２節第１項を参照されたい。
269）　本稿の第３章第２節第１項（２）を参照されたい。
270）　河上正二「契約の成否と同意の範囲についての序論的考察（２）」NBL470
号45頁（1991年）は、わが国でも、「契約の成否を語る前提として≪最低限い
かなる要素が存在すれば一定の『契約』関係が成立したと評価できるのか」と
いう点を検討しておく必要性」を強調し、契約の内容を大きく「核心的合意部
分」と「附随的合意部分」に分け、前者の中に契約の成立への不可欠の「要素」
を措定する。また、石川博康『「契約の本性」の法理論』（有斐閣、2010年）は、
この問題に関する本格的な研究であり、契約内容を「本質的要素」、「本性的要
素」および「偶有的要素」の三つの要素に区分し、それらの各要素の内容と諸
要素の相互関係を特徴づける三分法の理論を提示する（同書42頁）。
271）　HAWKLAND, supra note 23, §2⊖204:3, at 222, 223.
272）　「その契約が『１万ドル相当の綿花』を要求するものである場合には、そ
の数量条項は確認されうる。」。Id. at 222.
273）　「『約１万バレルの綿花』の売買を要求する契約は、救済を与えるための合
理的にみて確実に存在する基礎を提供するのに十分に明確なものである。なぜ
ならば、裁判所は修飾語の『約』の意味を計算できるためである。」。Id. at 223.
274）　Ibid. UCC第2⊖306条は「全生産量供給契約」と「全必要量供給契約」につ
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いて規定しており、売主の生産量または買主の生産量に基づく数量は、「著し
く不合理な数量」であってはならないが、「誠実（good faith）に行為した結果
として実際に生ずる生産量または必要量を意味する」と規定する（同条の訳に
ついては本稿の注88 を参照のこと）。
　　なお、その場合であっても、生産量または必要量が完全に未定のものであっ
てはならない。Hawklandは以下のように説く。すなわち、「『一定量の綿花』の
売買を求めるという趣旨の契約は、「一定量の」という文言が、履行の経過、
取引の経過または取引慣行を通じて特定の意味を持つ場合を除けば、強制する
には余りに不明瞭である。このような特定の意味なしには、「一定量の綿花」
は１オンスから10億トンまで、あらゆることを意味する可能性があり、そして、
裁判所は、それをめぐる契約を合理的に解釈し得ないであろう。」と。Ibid.
275）　数量および物品の説明に関する条項が不明瞭な場合であっても、履行の経
過、取引の経過または取引慣行を通じて判断されうる。Id. at 223, 224.
276）　Id. at 224.「価格（代金）」については、それが契約の本質的要素に含まれ
るか否かが問題となるが、UCCは第2⊖305条〔代価が未定の契約〕においてこ
れを否定する（同条の訳については本稿の注88 を参照のこと）。代金確定の原
則については、円谷峻『現代契約法の課題─国際取引と民法理論』（一粒社、
1997年）167頁以下、有賀・前掲注（88）１頁以下を参照されたい。
　　「引渡場所」については、UCC第2⊖308条〔引渡場所が特定されていない場合〕
が、「別段の合意がない限り、（a）物品の引渡場所は売主の営業所であり、売主
が営業所を有しないときは売主の住所とする。ただし、（b）特定物の売買契約
において、契約締結時にどこか他の場所があり、当事者がそれを知っていると
きはその場所を引渡場所とする。また、（c）権原証券は通常用いられている銀
行を通じて引渡すことができる。」と規定する。
　　「引渡しの時期」については、改正UCC第2⊖309条〔時期・期間が特定されて
いない場合…〕１項が、「契約に基づく積出し、引渡その他の行為をなすべき
時期は、本編に定めがなく当事者の合意もないときは合理的な時期とする。」
と規定する。
　　「支払の時期と場所」については、改正UCC第2⊖310条〔支払…〕１項が「別
段の合意のない限り、（a）支払の時期と場所は買主が物品を受け取るべき時期
と場所とする。積出しの場所が引渡しの場所であるときも同様である。」と規
定する。
　　「履行に関する細目」については、改正UCC第2⊖311条〔履行に関する選択の
余地…〕１項が「（1）契約たりうる程度に十分明確な（2⊖204条３項）売買の合
意は、履行に関する細目を当事者の一方の決定に委ねているという事実によっ
て無効とされるものではない。このような細目の決定は、誠実に、かつ商業上
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の合理性の範囲内でなされなければならない。」と規定する。
　　なお、上記で引用した第2⊖308条から第2⊖311条の該当箇所については、改正
前と後で変更はなく、その訳は、澤田・前掲注（79）に拠った。
　　その他、「保証」については、改正UCC第2⊖312条から第2⊖318条にかけて、
明示または黙示の保証に関する規定が置かれている。「危険負担」については、
改正UCC第2⊖509条と第2⊖510条が、契約違反がある場合とない場合の危険負担
に関する規定を置く。また、「準拠法」については、改正UCC第1⊖301条〔地域
的適用範囲；当事者の準拠法選択権〕に規定が置かれている。
277）　本稿の第３章第２節第１項の（２）において、筆者は「第２編には、代金
額や契約目的物の数量に関する契約条項が未決定の場合であっても契約の成立
を認め、その内容を解釈するための諸規定が別に定められている（第2⊖305条、
第2⊖306条１項）。」と述べたが、これは、当事者らが売主の全生産量または買
主の全必要量についてのみ合意した結果、具体的な数量は明確ではなくても
（契約の解釈によって）契約は成立することを強調するためであった。しかし、
UCCの下では「数量」という要素を緩く解釈する余地を残しているとはいえ、
数量に関する条項が完全に未決定の場合には契約が不成立となる可能性が高い
ことは本文（第３章第４節第２項（２））で論じたとおりである。
278）　本稿の第3章第3節第2項の（２）を参照されたい。
279）　Impossible Electronic Techniques, Inc. v. Wackenhut Protective Systems, 
Inc., 33 U.C.C. Rep. Serv. 806, 812, 699 F.2d 1 (5th Cir. 1982).
280）　例えば、本稿の第３章第２節第４項で論じたように、改正UCC第２編は新
たに電子商取引を規律するための諸規定を導入したが、コンピュータに基づい
て契約が成立し、従って、人的介入が存在しない場合に、契約当事者の意思を
どこに見出しうるかが問題となる。この点につき、前述の通り、改正UCC第２
編の下、電子的手段を用いた契約では「電子的代理人（コンピュータ）間の相
互作用」と「電子的代理人と個人との相互作用」という二つの契約の成立形態
が想定されている。しかし、電子的代理人それ自体は法的主体とは認められな
いため、電子的代理人側の「契約を締結する旨の意思」は、「プログラミング
や機械の利用」といった契約当事者らの行為を含めたコンテクストから発見さ
れうる。ここで重要なのは、取引を電子的手段で行なうという当事者の意思で
ある。
281）　本稿の第３章第２節第３項（２）（ｃ）を参照されたい。
282）　本稿の第３章第３節第３項（２）を参照されたい。
283）　UCC§§1⊖303 (1995), 1⊖303 (2005). WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 
43⊖44.
284）　 UCC§2⊖208 (2003).
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285）　WHITE & SUMMERS, supra note 9, §1⊖10, at 44.
286）　第二次契約法リステイトメント第203条（b）項は、UCC第２編の影響を受け
て、履行の経過、取引の経過および取引慣行に関する概念を導入したが、それ
らは契約法一般に適用されるものであることが想定されている。第203条〔解釈
における優先基準〕：「約束もしくは合意またはそれらの条項の解釈に際しては、
一般に以下のような優先基準が適用される。（a）…。（b）明示の条項は、履行の
経過、交渉の経過および取引慣行よりも重視され、履行の経過は、交渉の経過
または取引慣行よりも重視され、交渉の経過は、取引慣行よりも重視される。
（c）…。（d）…」（訳は、松本・前掲注（206）128頁に拠る）。Restatement （Second） 
of Contracts,§203.
287）　この理由づけは、1992年の「ABA第１編改正特別委員会」（ABA Task Force 
on Article 1）において、パターソン教授が主張したことであり、これに促され
て、同委員会は履行の経過を第１編に導入したという経緯がある。WHITE & 
SUMMERS, supra note 9, at 44⊖45.
288）　UCC§1⊖303(d)(2005).
289）　なお、旧第2⊖208条における「履行の経過」は「合意の意味を確定する」こ
とにのみ関係していたが、それが改正第1⊖303条に移行したことによって「合意
の条項を補充し、または限定」する機能をも担うことになった。FARNSWORTH, 
supra note 200, at 330.
290）　Farnsworthは、Interpretation/Constructionの 区 別 とUCCに お け る
Agreement/Contractの定義との関係について興味深い分析を加えている。すな
わち、「文言解釈（interpretation）という用語は、当事者らが彼らの言葉に自ら
付与した意味につき、裁判所が判断するというプロセスに言及するものとして、
より狭く用いられることがある。このことは、統一商事法典が合意
（agreement）と呼ぶもの、すなわち、『両当事者間の実際の取り決めをいい、当
事者の文言に示されたもののほか、…その他の状況から推量されるもの』（UCC
§1⊖201(3)）に対して、裁判所が判断することを可能にさせる。しかし、裁判
所が当事者らの意思とは無関係の要素を考慮に入れる可能性があるため、必ず
しも当事者らにより付与された意味によって規律されるとは限らない。次に、
目的論的解釈（construction）という用語は、契約の文言に法的効果を与える目
的で付与された意味につき、裁判所が判断するというプロセスに言及するもの
として用いられる。このことは、同法典が契約（contract）と呼ぶもの、すなわ
ち、『当事者の合意によって生じ、統一商事法典により規定され、同時に、そ
の他の適用されるべき法律によって補充される法的な権利義務関係の総体』
（UCC§1⊖201(3)）に対して、裁判所が判断することを可能にさせる。」と。Id. 
at 267⊖268. もっとも、Farnsworthが、Interpretation/Constructionの区別の有用
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性それ自体には懐疑的であることは、本稿の前掲注（248）を参照のこと。
291）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 1, at 233.
292）　Id. at 236. Hawklandは続けて以下のような例を挙げる。「預金者の特別口座
からの資金提供に関して、銀行と、支払拒絶された小切手の受取人との間の契
約に関する証拠が何もない場合に、不十分な資金しかない口座から引き出され
た小切手を引き受けるという銀行側の主張する過去の慣行は、当該銀行が、あ
る様式や慣行の理論の下で、当該小切手を引き受ける積極的な義務を負うこと
を示すものではない。」（Matter of Smith, 51 B.R. 904, 41 U.C.C. Rep. Serv. 804 
(Bankr. M.D. Ga. 1985)）。
293）　UCC§1⊖303, cmt.1 (2005).
294）　本稿の第３章第２節第１項（２）を参照されたい。
295）　「履行の経過、取引慣行または取引の経過に基づいた合意は、それだけでは、
必然的に、書面化されていない本質を有するが、そのことが、それに効力を付
与することを妨げるものではない。無論、詐欺防止法または口頭証拠準則の下
での諸問題は生じうるが、そのことは、契約が存在しないことを意味しない。
他方で、第1⊖303条は、第2⊖202条により具体的に定められた哲学を一般的に表
現している、すなわち、履行または取引の経過および取引慣行に関する証拠は、
合意の意味を確認するために、もしくは、その合意に対して特定の意味を付与
するために、または、それらの条項を補充するために導入されうるが、おそら
くは、契約それ自体を導入されることはない。」HAWKLAND, supra note 23, §1
⊖303: 1, at 233.
296）　このような優先関係は、改正前のUCC第2⊖208条および第二次契約法リス
テイトメント第203条にも見出される（同条の訳につき、注（286）参照）。Klass
によれば、「第二次リステイトメントの第203条とUCCの第2⊖208条は、履行の
経過、取引の経過および取引慣行に関してヒエラルキーを構築している。意味
をめぐる証拠に対立がある場合には、曖昧ではない明示的な条項があらゆる外
部的証拠に優先し、履行の経過は取引の経過と取引慣行の両方に優先し、そし
て、第二次リステイトメントによれば、取引の経過は取引慣行に優先する。」。
KLASS, supra note 200, at 150.
297）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 2, at 240⊖241. 樋口・前掲注（104）176頁。
298）　Ibid.
299）　「UCC第２編の諸規定の多くは『別段の合意がある場合を除いて』適用さ
れるために任意規定である。」。Barnett, supra note 89, at 825.
300）　UCCと契約自由の原則との関係につき、Bunn, Freedom of Contract under 
the Uniform Commercial Code, 2 B.C. Indus. & Com. L. Rev. 59 (1960⊖1961).
301）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 2, at 240.
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302）　Id. at 241.
303）　UCC§1⊖303, cmt.3 (2005).
304）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 2, at 237.
305）　Farnsworthは、「統一商事法典が、取引の経過、取引慣行および履行の経
過に関する重要な規定を置く」ことを強調する。FARNSWORTH, supra note 
200, at 322. なお、これらの諸概念の明確化は、UCCが提供する実体法上のルー
ルを適用する際にも役立つ。例えば、前項の「口頭証拠準則」のところで触れ
たように、第2⊖202条の下では、書面（記録）化された合意に修正を加えるよう
な取引慣行は認めがたいが、その意味を説明（解釈）、補充するような取引慣行
は許容されうる。しかし、この区別は常に明確だとは限らない。そこで、第1⊖
303条は、「取引の経過」、「取引慣行」および「履行の経過」を定義づけること
によって、これらの困難を軽減することを試みているのである。HAWKLAND, 
supra note 23, §1⊖303: 1, at 232.
306）　改正第1⊖303条のコメント２は、「『取引の経過』は、文字通りに、その合
意以前に当事者で行われた一連の行為に限定されている。」と規定する。UCC
§1⊖303, cmt.2 (2005).
307）　改正第1⊖303条のコメント２は、「合意後または当該合意の下での一連の行
為は『履行の経過』となる。」と規定する。UCC§1⊖303, cmt.2 (2005).
308）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 3, at 244, n.1.
309）　UCC§1⊖303(a)(2005).
310）　例えば、XY間でレンガの売買契約を締結したが、レンガの色も大きさも特
定していなかったと想定してみよう。そして、それより５年前に、XY間で同様
の契約を締結し、かつ、履行しており、その際にはレンガは赤色で大きさは５
×２×２（インチ）であったとする。しかし、この５年前のXY間の単発的な「取
引の経過」は、現在の契約においてレンガが赤色で大きさが５×２×２ である
ことを示唆するものではない。他方で、XY間の最初の契約において、レンガを
12回に分けて引き渡すことに合意し、かつ、各回につき、指定されたサイズの
赤色のレンガが引渡され、受領された場合には連続性をもつが故に、「取引の経
過」のレベルに到達しうる。HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 3, at 245.
311）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 3, at 244; KLASS, supra note 200, at 150.
312）　DIMATTEO, supra note 92, at 57.
313）　UCC§1⊖303(c)(2005).
314）　UCC§1⊖303, cmt.3 (2005).
315）　Farnsworthもまた、UCC第1⊖303条でいう「取引慣行という用語は比較的
新しいものであり、そして、より伝統的かつ狭い意味で用いられる慣習という
用語を超えるものとして、UCCにより支持されている。」と指摘する。
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FARNSWORTH, supra note 200, at 324.
　　このような理解は、改正前の第1⊖205条における「取引慣行」においても変わ
りはない。Chenによれば、旧UCC第1⊖205条は「コモン・ロー上の慣習のテス
トを廃止し、その伝統的な諸要件を置き換え、または、緩和している。」。Chen, 
Code, Custom, and Contract: The Uniform Commercial Code as Law Merchant, 27 
Tex. Int’l L. J. 91, 110 (1992).
316）　Levie, Trade Usage and Custom under the Common Law and the Uniform 
Commercial Code, 40 N.Y.U.L.REV 1101, 1103 (1965).
317）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 4, at 248⊖254.
318）　Id. at 248, 250.
319）　Ibid.
320）　改正第1⊖303条（d）項は「両当事者の従事する職業や取引における取引慣行
および当事者が知りもしくは知りうべき取引慣行」が当事者らの合意の意味を
確定する上で重要であると規定する。UCC§1⊖303(d)(2005). 同条のコメント６
もまた、「第（d）項は、当事者らが『知りもしくは知りうべき』慣行に対する所
定の効果を付与」するものと説明する。UCC§1⊖303, cmt.6 (2005).
　　Hawklandは以下のような例を挙げる。「売主と買主の両方が砂糖の事業に携
わっていたならば、砂糖商（sugar merchants）の取引慣行が─たとえ、彼らが
その取引慣行に無知であったとしても─、彼らを拘束する。他方で、売主が砂
糖商であるが買主がそうではない場合には、その取引慣行は、その買主が実際
にそれを知っていたか、知りうべきであった場合を除いて、彼らの契約の黙示
の条項とはならない。」。HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 4, at 249.
321）　FARNSWORTH, supra note 200, at 328.
322）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 4, at 250; Levie, supra note 316, at 1107.
323）　UCC§1⊖303, cmt.4 (2005).
324）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 4, at 250.
325）　Levie, supra note 316, at 1107.
326）　UCC§1⊖303, cmt.4 (2005).
327）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 4, at 252.
328）　Ibid; Levie, supra note 316, at 1105⊖1106.
329）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 4, at 252.
330）　Id. at 251.
331）　Ibid; Levie, supra note 316, at 1105.
332）　UCC§1⊖303, cmt.8 (2005).
333）　HAWKLAND, supra note 23, §1⊖303: 4, at 251.
334）　Id. at 252.
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335）　Ibid; Levie, supra note 316, at 1107.
336）　FARNSWORTH, supra note 200, at 327. UCC第1⊖303条（c）項は「取引慣行の
存否とその範囲の立証は、事実問題として行わなければならない。このような
取引慣行が取引準則または同様の記録に表現されていると立証されたときには、
その記録の解釈は法律問題に属する。」と規定する。UCC§1⊖303(c)(2005). また、
立証の問題に関連して、UCC第1⊖303条（g）項は、「関連があるとして当事者の
一方が申立てた取引慣行の証拠は、相手方に対し不当な不意打ちにならないと
裁判所が認めるにたる通知が相手方になされたものでない限り、証拠として認
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